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松阪市子ども発達総合支援センター経営評価シート 

  

 

【評価ランク表】 

ランク 評 価 基 準 

Ｓ 評価項目について、最後まで取り組み、高い成果を上げた。 

Ａ 評価項目について、最後まで取り組み業務を遂行した。 

Ｂ 評価項目について、計画的に進められＰＤＣＡを実践した。 

Ｃ 評価項目について、やや問題がありＰＤＣＡが十分にできなかった。 

Ｄ 評価項目について、スケジュールの確認など実践の管理ができなかった。 

Ｅ 非該当又は実施していない。 

※PDCA サイクルとは、Plan(計画)・Do(実行)・Check(評価)・Action(改善)を繰り返すことによって、

業務を継続的に改善していく手法のことです。 

 

 

 

１ 松阪市子ども発達総合支援センターの運営目的 

松阪市子ども発達総合支援センターは、心身の発達に心配がある、又は障がいがある児童が、

心身の発達の程度にかかわらず、地域で早期からの一貫した支援を受けながら安心した暮らしを

実現するため、保健、福祉及び教育の各分野並びに医療その他関係機関との連携のもと途切れな

い支援を行うことを運営目的とする。 

No 項 目 評価 課題等 

1 

常に意識して支援業務を推進している。 

Ｂ 

職員全員がセンターの基本理念である

「地域で途切れない支援を受けながら安

心した暮らしを実現するための支援」を

心がけています。 

 

2 
必要に応じて、支援センター内で関係職

員による支援検討をしている。 
Ｂ 

毎週金曜日の午後を、検討・協議・情報

共有に充てています。 

3 
必要に応じて、保健、福祉、教育及び医

療の関係機関との連携・協働をしている。 Ｂ 
関係機関との連携を密にすることで、効

果的な療育・訓練を行います。 

 

 

２ 全体事業の実施状況 

（１）衛生管理 

支援センター内は常に衛生的に管理をするものとする。特に通所利用児童が直接に触れる場所、

設備及び各種器具等の衛生の維持管理は十分に注意をしなければならない。 
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No 項 目 評価 課題等 

4 
常に意識して衛生保持を推進している。 

 
Ａ 

・看護師を中心に、全職員が高い意識を

持って衛生環境の維持に努めています。 

・コロナ感染症が 5類相当に移行した後

も、引き続き職員の手指消毒及びマスク

着用、施設内の消毒・換気を徹底し、感

染症の拡大防止に努めています。 

・令和 6年度より義務化される「感染症

対策指針」を策定し、職員に周知を図り

ました。 

5 

必要に応じて、支援センター内で関係職

員による衛生維持管理について検討をし

ている。 

Ａ 

6 

衛生管理及び安全確保に関する具体的な

取組についての指針を定めて、全職員に

周知している。 
Ａ 

 

（２）安全確保 

通所利用児童が利用する設備及び各種器具が常に安全に使用できる状態であること。 

開館日において、支援センターに火災が発生したとき、又は、松阪地域に大雨警報（土砂災害

を含む）又は暴風警報が発表、及び地震（震度４以上）が発生したときは、各事業は直ちに休止

するものとする。さらに、松阪市沿岸部において、洪水警報又は津波警報が発表されたときは、

同地域から通所利用している保護者等に、速やかに帰路の安全性等について関係機関に確認して

情報提供するものとする。 

No 項 目 評価 課題等 

7 

常時、利用児童が利用する設備及び器具

の安全確認をしている。 

Ｂ 

日々、遊具点検表に基づき点検していま

す。令和 6 年度より義務化される「安全

計画」を策定し、職員に周知を図るとと

もに、保護者に対し、安全への取組の周

知を図ります。 

8 

屋外での支援プログラムを実施するとき

は安全に実施することを優先している。 

Ｂ 

前日及び当日朝から安全状態を確認し、

利用児童の心身の状態や特性に配慮して

います。センター外療育を企画する際は、

事前に下見を行い、安全確保に努めて実

施しています。 

9 

補修が必要とするときは、直ちに使用を

中止し、専門業者等に修繕を依頼してい

る。 

Ｂ 

日々、目視等で安全確認をしています。

また、必要な補修等を行い、利用児童・

保護者の安全確保に努めています。 

10 

療育訓練の提供中に支援センターに火災

が発生したとき、又は、松阪地域に大雨

警報（土砂災害を含む）及び暴風警報が

発表されたとき、あるいは地震（震度４

以上）が発生したときは、直ちに提供を

中止し、帰路の安全を確認してから帰宅

を勧めている。 

Ｃ 

令和 5年 11 月に、非常ベルが作動しまし

た。火災ではありませんでしたが、来館

者への初動対応が的確に行えなかったこ

ともあり、非常時の指示の方法・内容等

を全て見直し、今後の訓練に活かしてい

きます。 

また、気象警報の発表が予測される場合
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は、利用者に対し、前日に保護者連絡用

ツール「tetoru」を用いて発信、あるい

は電話連絡するなど、安全確保に努めて

います。警報発表時間によって午前、午

後の療育訓練の中止を決定しており、そ

の場合は、直ちに利用者へ連絡していま

す。 

11 

療育訓練の提供中に地震（震度４以上）

が発生したときは、直ちに支援センター

前駐車場など安全な場所に避難させる。 
Ｂ 

 

職員による消防（火災・地震）訓練を年 2

回実施し、保護者向けのたよりに実施内

容を記載し、周知しています。今後も、

南海トラフ地震を想定し、安全に避難誘

導できるよう訓練回数を増やしながら利

用者の安全確保を徹底していきます。 

12 

療育訓練の提供中に松阪市沿岸部におい

て、洪水警報又は津波警報が発表された

ときは、同地域から通所利用している保

護者等に、速やかに帰路の安全性等につ

いて関係機関に確認し情報提供する。 

Ｂ 

市防災対策課の他、関係機関に確認し情

報提供します。 

 

13 

通所利用児童及びその保護者等が安心し

て安全に利用するため、火災や地震によ

る避難訓練を年 1回以上している。 
Ｂ 

 

職員による消防（火災・地震）訓練を年 2

回、不審者訓練を年 1回実施するととも

に、令和 5年 11 月には「防災週間」を設

定し、お子さんや保護者の方に非常時の

動きを経験していただく機会を設定しま

した。今後も、職員の避難訓練等の回数

を増やすとともに、引き続き「防災週間」

を実施し、安心して通所いただけるよう

努めます。 

 

（３）計画的サービス提供の実施 

通所利用児童に対するサービス提供は、個々の対象児童の利用目的を把握し、利用期間の設定、

当該児童の特性に合わせた基本的生活習慣の体得・維持・向上などを図るための個別支援計画を

策定し、同計画に沿って行うものとし、必要に応じて変更するものとする。 

No 項 目 評価 課題等 

14 

通所利用児童の保護者から、通所利用の

目的、利用期間の設定、児童の特性など

必要とする項目の聴き取りを、「パーソ

ナルファイル」や「サポートブック」等

を活用し定期的に行い、個別支援計画を

策定している。 

Ｂ 

就学前の児童保護者へ「パーソナルファイ

ル」や「サポートブック」を紹介し、情報

引継ぎツールとして活用を進めます。アセ

スメントを適切に行い、児童と保護者のニ

ーズや課題を客観的に分析したうえで、個

別支援計画を作成しています。 
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15 
サービス提供では、個別支援計画に沿っ

て実施している。 Ｂ 
その都度計画に沿った支援内容を確認し、

サービス提供を行っています。 

16 

療育・訓練の提供による課題を確認し、

個別支援計画の内容の見直しを、保護者

と協議して実施している。 
Ｂ 

療育・訓練の成果や状況を保護者が記入す

る聞き取り票で確認し、モニタリングを行

うことで、個別支援計画の内容を定期的に

見直しています。（6か月に 1回） 

17 

必要に応じて、心身の発達の検査をおこ

ない、適正な支援を提供できる体制を確

保している。 
Ｂ 

必要に応じて検査結果を指標とし、利用児

童の状況把握に努めながら、必要とする専

門職員等により適正な支援体制づくりに

努めています。 

 

（４）サービスの質的向上と提供技術の向上 

サービス提供を行う職員等において、サービスの質的向上を図るために定期的なミーティン

グ・協議を実施する。 

No 項 目 評価 課題等 

18 

全職員による情報共有の場を持ってい

る。 
Ｂ 

朝礼時に情報共有を図るとともに、職種別

会議、職種別代表者会議、係内会議、役職

者会議等を定期的に開催し、課題の発見と

解決に努めています。 

19 

サービス提供にかかる課題・問題が発生

したときは、関係職員あるいは全職員に

よる協議を行い、提供改善及び再発防止

の研修等の取り組みを実施している。 

Ｂ 

随時協議を行い、サービス提供の改善及び

再発防止に取り組んでおり、対応策等を職

員へ周知しています。 

20 

保護者等からの苦情等が発生したとき

は、その原因の確認と業務等の改善を速

やかにしている。 

 

Ｂ 

その都度、事実確認・原因確認をし、必要

であれば改善を図っています。また保護者

等に対し、丁寧に説明するよう努めていま

す。 

21 

利用者とのコミュニケーションを通じ

て利用満足度と提供上の課題の把握を

している。 

Ｂ 

児童及び家族の意思疎通を常に行い、困り

ごとや悩みを把握しています。 

 

 

（５）緊急時の効果的対応の実現 

通所利用児童に係る事故、自然災害等による第二次避難場所として、安全安心の確保を図る。 

No 項 目 評価 課題等 

22 
通所利用児童が常に安全安心に利用で

きる環境を構築している。 Ｂ 
毎朝、館内外を目視点検し安全管理を行い、

安心して利用できるよう努めています。 
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23 

事故が発生したとき、保護者等との連

絡を密にし、必要とする対応(救急搬送

の要請、主治医との連携など)を迅速に

している。 

Ｂ 

個人ファイル表紙にそれぞれの児童に応じた

具体的な対応方法が記されています。また、

看護師による研修を行い、即時に対応できる

ようにしています。 

24 

災害時、必要に応じ福祉避難所として、

災害避難物資などの確保に努めてい

る。 Ｂ 

当センターは福祉避難所として位置づけられ

ているため、開設に備え、初動マニュアルを

作成するとともに、防災対策課と連携して職

員研修を実施しました。今後も、開設実働研

修の実施など、対応能力の向上に努めます。 

 

（６）職員協働体制の構築 

経営計画に提示している経営理念をもとに、総合支援センターの目的を果たすために、全職員

が連携・協働の体制のもと業務を推進する。 

No 項 目 評価 課題等 

25 

心身の発達に心配がある、又は障がいの

ある児童に対する療育・訓練を提供する

に当たり、個々の特性にあわせた提供と

なることから、各専門職域を超えて提供

する体制を構築し、効果的に事業を推進

している。 

Ａ 

ミーティング等全体で個々の特性を意識

した情報の共有を図り、多職種で療育を提

供し、事業を推進しています。 

 

 

３ 事業別実施状況 

（１）児童発達支援事業 

就学前の児童において良好な親子関係を構築するとともに就園又は就学ができるよう、基本的

な日常生活の体得及び社会適応などのための療育・訓練を提供する。 

No 項 目 評価 課題等 

26 

通所形態は、基本的に親子通所をしてい

る。ただし、必要に応じて、保護者と協

議し、親子分離にて療育を行うことがで

きるようにしている。 

Ｂ 

事前に保護者に説明し協議の上で行って

います。場合によっては、親子分離から戻

す場合もあります。 

 

27 

療育を実施するに当たり、個々の通所利

用児童の障がい特性や課題等にあわせ

て、集団療育、個別（小集団）療育、各

種訓練などのプログラムを組み効率良

く実施している。 

Ｂ 

事前に提供サービスの検討会議を行い、 

児童の興味、関心が引き出せるよう、発達

特性に合わせ、集団療育、個別療育等を適

宜組み合わせて実施しています。 

28 

現に保育所、幼稚園、認定こども園に通

園している当該児童については、当該保

育園等と連携しながら、必要とするサー

ビス提供をしている。 

Ｂ 

必要に応じて保育園等から担任の職員に

療育・訓練を見学していただき、支援内容

を共有し、連携を図っています。 
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（２）放課後等デイサービス事業 

就学期の児童において、生活能力や社会適応の向上のための訓練等を提供する。 

No 項 目 評価 課題等 

29 

通所形態は、原則として自主通所としてい

る。ただし、市内在住児童に限り通所が困

難な場合は事前申込及び調整によって、セ

ンターが送迎車両を運行している。 

Ｂ 

保護者による送迎が困難で、センターによ

る対応が可能な場合に限り指定する送迎

場所（最寄りの停留所等）へ送迎していま

す。 

30 

サービス提供を実施するに当たり、個々

の通所利用児童の特性や課題等にあわ

せて、集団療育、個別療育、各種訓練な

どの支援プログラムを効率良く実施し

ている。 

Ｂ 
学校の担当教諭との連携協働により、学校

現場における療育訓練の効果の維持、集団

生活への適応を支援しています。 

 

 

（３）保育所等訪問支援事業 

個別の支援計画に基づき、集団生活に適応することができるよう通園する保育所等へ専門職が 

訪問し、集団生活の場における助言・指導を実施する。 

No 項 目 評価 課題等 

31 

保育所や学校を訪問し、子どもにとって

慣れ親しんだ場所で支援を行うことで

保育所等関係機関との相互理解や信頼

関係の構築に努める。 

Ｂ 

訪問前に関係機関と連携をとり、事前の

聞き取りを行ったうえで、訓練士等が保

育所や学校を訪問し、技術的な助言を行

っています。 

32 

訪問結果については、利用児童の保護者

へ報告することとし、その内容について

は、訪問先の保育所、学校等へも共有す

る。 

Ｂ 

保育所等訪問支援を実施した結果を利用

児保護者と訪問先に報告しています。ま

た、訪問先の都合に合わせて、話し合い

の場を別日や別時間で設定し、再訪問し

て行っています。 

33 

本事業は、保護者、保育所等、相談支援

事業所、他の通所支援事業所からの依頼

により提供されるものとするが、サービ

ス利用料が発生することから相談支援

事業所との連携をとり、保護者の了承を

確認する。 

Ｂ 

利用者自己負担の発生については、事前

に相談支援事業所と連携し、保護者へ確

認しています。 

 

（４）障害児相談支援事業 

 障害児通所支援を利用するための障害児支援利用計画を作成し、通所支援開始後、一定期 

間ごとに利用状況のモニタリングを行う等継続的に関わり支援する。 

No 項 目 評価 課題等 
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34 

本人又は保護者の意志及び人格を尊重 

し、常に利用児等の立場に立って行う。 Ｂ 

丁寧な説明を心がけ、本人または保護者

の意向を尊重しています。 

 

35 

利用児の心身の状況、その置かれている 

環境等に応じて利用者等の選択に基づ 

き、適切な保健、医療、福祉、教育等の 

サービスは多様な事業者から総合的か 

つ効率的に提供されるよう配慮して行

う。 

Ｂ 

本人や保護者のニーズに応じた適切な支

援利用計画を作成していきます。また、

保護者と話す際は利用児の最善の利益に

つながる支援を提案できるよう心がけて

います。 

36 

利用児に提供される福祉サービス等が 

特定の種類又は特定の障がい福祉サー 

ビス事業を行う者に不当に偏ることの 

ないよう、公正中立に行う。 

Ｂ 

本人または保護者の意向を十分聞き取っ

た上で、最適なサービスを提案していま

す。 

 

（５）保育所・幼稚園・認定こども園・小中学校等訪問支援巡回相談事業 

心身の発達に心配がある、又は障がいがある児童が、安心して地域の保育所等に通園できるよ

う、当センター職員及び巡回相談員が、地域の保育所、幼稚園、認定こども園、小中学校へ出向

いて、集団生活に適応するための専門的な技術支援あるいは情報提供などを行う。 

No 
項 目 評

価 
課題等 

37 

訪問は、原則として市内在住児童の保護

者並びに市内の保育所、幼稚園、認定こ

ども園、小中学校、高等学校及び放課後

児童クラブからの派遣要請を受けて訪問

している。 

Ｂ 

市内在住児童の通学する学校等から要請

があれば訪問しています。 

 

38 

訪問支援の対象児童の保護者等に対し、

その目的を提示し、保護者等及び訪問先

の関係者との連携・協働にて、支援業務

を推進している。 

Ｂ 

保護者、訪問先職員に対して、丁寧な説

明を心がけています。 

 

 

39 

訪問時には、訪問支援カード等を作成す

るものとし、その内容は、相談者氏名・

住所・連絡先、当該児童の氏名、当該児

童の状況、相談支援の内容などを明記し 

ている。 

Ｂ 

訪問終了後、相談統計データ及び個人記

録を作成し個人ファイルに管理していま

す。 

 

40 当該児童の状況によって、医療機関及び

専門機関との連携・協働をしている。 Ｂ 
主治医と適宜連携・協働し、支援をして

います。 
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41 

訪問支援を推進するに当たり、事案によ

っては、事前に施設内で関係者による検

討をしている。必要に応じて、相談支援

担当者も同行している。 

なお、訪問においては、できる限り少数

の職員で対応している。 

Ｂ 

場合によっては、訓練担当職員が同行し

ます。 

 

42 

訪問終了後、当該児童の保護者等及び訪

問先の関係者などとの連携結果を、訪問

支援カードに記載し、必要に応じて関係

者による処遇検討等を行い、今後の対応

に資するようにしている。 

Ｂ 

訪問終了後、保護者等及び関係者に連携

結果を伝える中で必要に応じて関係機関

との支援会議を行います。 

 

 

（６）児童発達支援人材育成事業 

支援センターが松阪市における唯一の公立発達支援専門施設として、子育て支援又は特別支援

教育に関わる事業に従事する職員等の発達支援の技術的向上と人材育成を行う。 

No 項 目 評価 課題等 

43 

子育て支援又は特別支援教育に関わる

事業に関係機関が容易に参加できる機

会を設定している。 

Ａ 

引き続き配信型研修を行い、関係者の受講

機会の増加を図りました。 

44 

研修事業を実施するに当たり、専門機

関・施設からの講師・指導者の招へいを

積極的に行い、療育現場等の技術向上を

図っている。 

Ｂ 

三重県子ども心身発達支援センターから

指導を仰ぎ技術向上を図りました。 

 

45 

支援センター職員による事例研修を実

施している。また、参加費用は無料にし

ている。 

Ｂ 

専門職員による人材育成事業を実施し、技

術支援や最新情報の提供に努めています。 

46 

感染症の流行状況等を鑑みて、研修開催

方法としてオンラインを活用するなど

効果的な開催方法も検討している。 
Ａ 

新型コロナウイルス感染症が 5類相当に移

行しましたが、引き続きＤＸ推進の観点か

ら、インターネット上の動画共有サービス

を活用した動画配信で開催しました。 

 

（７）児童発達相談支援事業 

支援センターが松阪市における唯一の公立児童発達支援専門施設として、保健、福祉、教育及

び医療の各分野並びに関係機関との連携のもと、当該児童、保護者などの家族及び保育・教育関

係者に対し、心身の発達に心配がある、又は障がいがある児童に関わる子育て、訓練、就園就学

などについて専門的な知識・技術を必要とする相談支援を行う。 



 

- 9 - 

 

No 項 目 評価 課題等 

47 

必要に応じて、専門職員（訓練担当職員、

臨床心理士、看護師など）、主治医・嘱

託医師及び計画相談支援事業者と連携

している。 

Ｂ 

連携・協働のもと必要とする相談支援を進

めています。 

 

48 

相談者が安心して相談ができるような

体制を構築している。（例：外国語通訳、

手話通訳など） 

Ｂ 

日本語の理解が難しい外国人相談者の場

合、保育園や市関係部署へ協力を依頼し、

通訳者を手配しています。 

49 

相談者が求める情報は、できる限り提供

している。ただし、相談者が当該児童及

びその家族以外の場合は、個人情報に関

わる部分は提供していない。（当該児童

及びその家族から事前に提供先の指定

による提供同意が得られる場合は除

く。） 

Ｂ 

個人情報保護法等に基づき対応していま

す。 

 

50 

相談の内容によって、専門機関へ引き継

ぐ場合、相談者が安心できるよう専門機

関へつなぐようにしている。ただし、「た

らい回し」又は「迷い電話」とならない

ように注意している。 

Ｂ 

相談者が安心して相談できるように、相談

者同意のもとに相談内容を専門機関へ伝

え、円滑に支援ができるよう連携・協働を

しています。 

 

51 

相談支援事業を推進するに当たり、担当

職員等による事案の対応を検討する場

を定期的に設けている。また、事案によ

っては必要に応じて臨時に設けている。 

Ｂ 

定期的、または必要に応じて検討する場を

設定し、関係職員により相談支援事案の内

容を検討しています。 

 

52 

相談支援担当職員については、その技術

的向上を図るための各種研修・研究の機

会を得て積極的に参加している。 
Ｂ 

必要に応じて研修に参加しています。 

 

53 

就学後の者であって過去に通所利用を

していた者の場合、必要に応じて、当該

の者が地域で生活するために支援する

事業所又は関係機関との連携・協働をし

て、本人及びその家族に必要とする情報

を当該事業所又は関係機関に、本人及び

その家族の同意のもと、情報提供をして

いる。ただし、当該情報提供は、当該児

童が通所利用していた期間内に関わる

福祉的支援情報のみとしている。 

Ｂ 

必要に応じて保護者の同意を得たうえで、

情報提供を行います。 
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（８）特別支援教育体制支援事業 

就学前から卒業するまでの学校教育段階において、心身の発達に心配がある、又は障がいのあ

る児童の自立と社会参加の実現に向けて、教育委員会との連携・協働によって、一人ひとりの教育

的ニーズを的確に把握し、その可能性を最大限に伸ばすことを目指した指導と支援の充実を図って

いる。 

No 項 目 評価 課題等 

54 

支援を必要とする個々の児童について、

乳幼児期から学校卒業までの一貫した

長期的な支援計画を、学校(園)が中心と

なって、福祉、医療などの関係機関と連

携し、当該児童の保護者の参画と意見を

含めて「個別の教育支援計画」を策定し、

その活用を指導し支援している。 

Ｂ 

センター内で「個別の教育支援計画の作成

に関する研修」を実施しています。学校等

から要請があれば必要に応じて指導して

います。 

 

55 

心身の発達に心配がある、又は障がいの

ある児童への支援に係る情報を、就園・

就学及び進級の時に、円滑に引き継ぐた

めに情報伝達ツールとして「パーソナル

ファイル」及び「サポートブック」の活

用を促進している。 

Ｂ 

「パーソナルファイル」については、県立

特別支援学校へ進学する予定の児童生徒

の保護者に対して配布しています。「サポ

ートブック」については、保護者交流室や

館内掲示板に掲示し必要に応じて配付し

ています。 

 

56 

松阪市教育支援委員会規則（平成 17 年

松阪市教育委員会規則第 22 号）に基づ

き、心身の発達に心配がある、又は障が

いのある児童の円滑な就学のため、総合

的な観点により就学先を決定する教育

支援委員会に対して必要とする情報提

供をしている。 

Ａ 

職員や学校等で児童観察等を行い、松阪市

教育支援委員会に、当該児童の必要とする

心身の発達に関する情報を的確に整理・提

供することで、就学における適切な支援を

行っています。 

 

 

（９）児童発達地域支援事業 

1. 地域デイサービス事業 

松阪市内において総合支援センターから遠方の地域で、同地域内に児童発達支援事業所あるい

は放課後等デイサービス事業所がなく、総合支援センターを利用しにくい児童のために、必要に応

じ、当該地域内に地域デイサービス事業を実施する。 

No 項 目 評価 課題等 

57 

事業を実施するにあたり、その安全を確

保している。また、当該地区内の保育所、

幼稚園、認定こども園、小中学校及び各

地域振興局等と十分に協議して実施し

ている。 

Ｂ 

令和 5年度は当該地区のうち、飯南地域よ

り 2件の依頼がありました。地域性により

必要なサービスが受けられない、交通手段

がない等の理由から、自宅または近隣の公

民館に訪問し、支援を行いました。 
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2. 児童発達支援地域スクール事業 

長期学校休業期間中に就学期の障がい児の日中活動の場を確保するために、地域のボランティ

ア、地域関係者などの協力を得ながら公共施設を利用して児童発達支援地域スクール事業を実施

する。 

No 項 目 評価 課題等 

58 

地域の協力者やボランティアの確保は、

総合支援センターと松阪市社会福祉協

議会(松阪市ボランティアセンター)の

協働によって行うものとし、必要に応じ

て、メディアの活用を行っている。 

Ｂ 

松阪市社会福祉協議会とともに民生委

員・児童委員協議会連合会の理事会へ出

向き、ボランティア募集に対して協力依

頼を行いました。また「広報まつさか」

への掲載だけでなく、新たに「松阪市市

政情報番組 アイウェーブまつさか」で

の事業周知にも取り組みました。 

59 

実施に当たっては、看護師の配置を行

い、医療ケアを必要とする児童への支援

体制を確保している。 

Ｂ 

実行委員会及び医療機関から、看護師の

方にボランティアとして参加いただきま

した。 

60 

実施に当たっては、松阪市児童発達支援

地域スクール事業に関する規則（平成

28 年松阪市規則第 20 号。)によって実

施している。 

Ｂ 

新型コロナウイルス感染症が 5類相当へ

と移行しましたが、引き続き感染対策は

徹底しながら開催しました。 

61 

屋外のプログラムを実施する場合は、天

候、交通状況等を把握し、より安全の確

保を行い、警報発表などの危機管理を十

分に行っている。 

Ｂ 

事業実施にあたり、事前に点検を行う、

また、当日の天候状況を注視するなど、

危機管理について受託事業者と連携し対

応しています。 

 


